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最近の数十年間，わが国では出生性比減少，死産性比増加，低出生体重児性比の減少が観察
されている。これにあわせて都道府県別，地方区分別にみた周産期をめぐる性比の年次推移相
互に相関がみられるかについて検討した。
人口動態統計から1985～98年について都道府県別，地方区分別の出生性比，妊娠15週までの

自然死産性比，低出生体重児性比を算出し，年次推移の推定値（単回帰分析の傾き）を計算し
た。性比の年次推移推定値相互の関係について， の積率相関係数と の順
位相関係数，およびそれら相関係数の有意水準を求めて，相互の関係を検討した。また５年ご
との平均値をとり，その推移についても同様の検討を行った。
全国的な性比の年次推移の増減傾向については，多くの都道府県や地方区分でも確認された

ものの，それぞれの年次推移推定値間には統計学的に有意な相関が明確には確認できなかった。
年次推移推定値のオーダーが各性比ごとに大きく異なること，都道府県や地方区分に分ける

と年度ごとのばらつきが極めて大きくなることが要因と考えられた。適切な指標を工夫するこ
とや，出生性比の変化が観察されている諸外国についても，死産性比や低出生体重児性比の推
移を調査することが必要であると考えられる。

人口動態統計，出生性比，死産性比，低出生体重児性比，年次推移

Ⅰ

欧米やわが国において最近の数十年間，出生
性比の減少が報告されている1)-6)。わが国では
人口動態統計を用いた検討から，出生性比の減
少と同時に死産性比（男児の胎内死）の増加7)，

低出生体重児における女児割合の増加8)が観察
されており，これらの推移の要因として胎内環
境悪化の可能性が示唆されている。もし，出生
性比の減少，死産性比の増加，低出生体重児性
比の減少が相互に関連があるならば，都道府県
別，地方区分別にみたそれらの周産期をめぐる

性比の年次推移の間に関連がみ
られる可能性も考えられる。そ
こで本研究では，都道府県別，
地方区分別にみた周産期をめぐ
る性比の年次推移相互の相関に
ついて検討した。
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性比 性比（５年ごとの平均値）

出生
妊娠15週
までの
自然死産

低出生
体重児 出生

妊娠15週
までの
自然死産

低出生
体重児

全 国 ▼ ▲ ▼ ▼ ▲ ▼
北海道 － － ▼ ▼ ▲ ▼
青 森 － － ▼ ▼ ▲ ▼
岩 手 － － ▼ － － ▼
宮 城 － － － ▼ － ▼
秋 田 － － － － － －
山 形 － － － － － －
福 島 － － － － ▲ ▼
茨 城 － － ▼ － ▲ ▼
栃 木 － － － － ▼ －
群 馬 ▼ － － ▼ ▲ －
埼 玉 － － － － － ▼
千 葉 － － － － ▲ ▼
東 京 － － － － － ▼
神奈川 － － － － － －
新 潟 － － － － ▼ －
富 山 － － － － ▲ ▼
石 川 － － － － － －
福 井 － － － ▲ － －
山 梨 － － ▼ － ▼ ▼
長 野 － － － － － －
岐 阜 － － － － － －
静 岡 － － － － ▲ ▼
愛 知 － － ▼ － ▲ ▼
三 重 － － － ▼ ▼ －
滋 賀 － － － ▼ － －
京 都 － － ▼ ▼ － ▼
大 阪 － － － ▲ ▲
兵 庫 － ▲ － ▼ ▲ ▼
奈 良 － － ▼ － ▲ ▼
和歌山 － － － － － －
鳥 取 － － － ▼ ▲ ▼
島 根 － － － ▼ － ▼
岡 山 － － － － － ▼
広 島 － ▲ － ▼ ▲ ▼
山 口 － ▲ － ▼ ▲ ▼
徳 島 － ▲ － － ▲ ▼
香 川 － － － － ▲ －
愛 媛 － － － ▲ － ▼
高 知 － － － ▲ ▲ ▲
福 岡 ▼ － － ▼ ▲ －
佐 賀 － － － － ▲ ▲
長 崎 － － － － ▲ ▼
熊 本 － － － ▲ ▲ －
大 分 － － ▼ － － ▼
宮 崎 － － － ▲ ▲ ▼
鹿児島 ▼ － ▼ ▼ ▲ ▼
沖 縄 － － － ▼ － ▼

北海道 － － ▼ ▼ ▲ ▼
東 北 － ▲ ▼ ▼ ▲ ▼
関 東 － － － － ▲ ▼

甲信越・北陸 － － ▼ － ▲ ▼
東 海 － ▲ ▼ － ▲ ▼
近 畿 － ▲ － ▼ ▲ ▼
中 国 － ▲ － ▼ ▲ ▼
四 国 － ▲ － ▲ ▲ ▼
九 州 ▼ ▲ ▼ ▼ ▲ ▼

注 ▲：統計学的に有意な増加傾向，▼：統計学的に有意な減少傾
向，－：統計学的に有意な増加・減少が確認できない
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Ⅱ

人口動態統計から年度ごとに都道府県別の出
生性比，妊娠15週までの自然死産性比，低出生
体重児性比を算出した。また，地方区分を北海
道地方，東北地方（青森・岩手・宮城・秋田・
山形・福島），関東地方（茨城・栃木・群馬・
埼玉・千葉・東京・神奈川），甲信越・北陸地
方（新潟・富山・石川・福井・山梨・長野），
東海地方（岐阜・静岡・愛知・三重），近畿地
方（滋賀・京都・大阪・兵庫・奈良・和歌山），
中国地方（鳥取・島根・岡山・広島・山口），
四国地方（徳島・香川・愛媛・高知），九州地
方（福岡・佐賀・長崎・熊本・大分・宮崎・鹿
児島・沖縄）に分け，同様の性比を算出した。
著者らの過去の調査に準じ8)9)，全国のこれら
の性比に著しい変化がみられるようになった
1985～98年の推移について年次推移推定値（単
回帰分析の傾き）を計算した。性比の年次推移
推定値相互の関係について， の積率相
関係数（γ）と の順位相関係数
（ρ），およびそれら相関係数の有意水準を求
めて，相互の関係を検討した。また，年度ごと
のばらつきを平滑化するために，５年ごとの平
均値をとり，その推移についても同様の検討を
行った。統計解析には 14.0

を用いた。

Ⅲ

全国の周産期にかかわる性比の年次推移は
に示すように，いずれも統計学的に有意な傾

向があった。全国の各性比と同様に，多くの都
道府県や地方で出生性比の減少，妊娠15週まで
の自然死産性比の増加，低出生体重児性比の減
少が観察されたが，年度ごとのばらつきが大き
く単回帰分析の傾きの信頼区間が極めて大きく
なり，統計学的に有意な増加あるいは減少傾向
が確認できない都道府県や地方が多かった
。各性比の年次推移推定値相互の関係につ

いて検討したが，有意な相関の確認はできな
かった 。５年ごとの平均値の年次
推移についての検討では，都道府県別の出生性
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注 1) ◆：各都道府県の年次推移の推定
値，―または│：95％信頼区間，以下
Ａ～Ｆまで同様

2) γ＝－0.231， ＝0.118（ ）
ρ＝－0.195， ＝0.188（ ）

注 γ＝－0.105， ＝0.483（ ）
ρ＝－0.190， ＝0.200（ ）

注 γ＝0.012， ＝0.937（ ）
ρ＝0.016， ＝0.915（ ）

注 γ＝0.318， ＝0.029（ ）
ρ＝0.260， ＝0.078（ ）

注 γ＝0.129， ＝0.387（ ）
ρ＝0.162， ＝0.278（ ）

注 γ＝0.001， ＝0.993（ ）
ρ＝－0.163， ＝0.275（ ）

第56巻第６号「厚生の指標」2009年６月

比の年次推移推定値と，低出生体重児性比の年
次推移推定値の間に，わずかに有意な相関
（γ＝0.318， ＝0.029， の積率相関
係数）があった。しかし，やや大きく外れた値
をとっている高知県（平均出生性比年次推移推
定値：0.0047／年，平均低出生体重児性比年次
推移推定値：0.0099／年）をはずして計算する
と有意な相関はなかった。また，それ以外の組
み合わせでも有意な相関は確認できなかった。

Ⅳ

出生性比については小規模な人口集団におい
ては，ダイオキシン10)，焼却炉からの汚染物
質11)，有機リン系殺虫剤12)，有機水銀13)，地震
などの災害ストレス14)，肉親を失うなどの精神
的なショック15)にさらされることによって，男
子の出生割合が減少することが報告されている。

国レベルの大きな人口集団でも，
最近数十年間の間にわが国6)16)-18)

のほか，欧米諸国1)-5)で男子の出
生割合が減少していることが報告
されている。小規模な人口集団に
おいて指摘されている環境中の化
学物質が，大規模な人口集団にお
ける出生性比減少の要因として関
与するかどうかは，環境中の各種
の化学物質の精密な測定や影響が
未だ明らかでないことから判断が
できない。羊らはわが国の出生性
比の変化を長期間，精密に検討し
ており，最近の出生性比減少が首
都圏を含む重工業地帯で顕著であ
ると指摘している16)。分析期間や
方法の違いにもよると思われるが，
本調査と同様に他の研究者や17)著
者ら18)の以前の調査でもそのよう
な特徴は指摘できなかった。
一方，わが国において1970年代
から死産性比が増加していること
が により指摘されてい
る7)。本来，受精時の性比は男子
のほうが女子の1.2倍とかなり高
いものが，男子は胎内で発育しづ
らいため，出生時には1.05倍まで
減少するといわれている19)。この
ような生物学的な要因に何らかの
環境変化が加わり胎児が発育しづ
らい環境が増強されると，男子の
死産が増加し，結果として出生性
比の減少が起こるのではないかと
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注 1) ◆：各都道府県の年次推移の推定
値，―または│：95％信頼区間，以下
Ａ～Ｆまで同様
2) γ＝－0.053， ＝0.892（ ）
ρ＝－0.167， ＝0.668（ ）

注 γ＝－0.229， ＝0.434（ ）
ρ＝－0.167， ＝0.668（ ）

注 γ＝0.256， ＝0.506（ ）
ρ＝0.283， ＝0.460（ ）

注 γ＝0.648， ＝0.059（ ）
ρ＝0.433， ＝0.244（ ）

注 γ＝－0.178， ＝0.646（ ）
ρ＝－0.033， ＝0.932（ ）

注 γ＝－0.178， ＝0.647（ ）
ρ＝－0.200， ＝0.606（ ）
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は推測している。著者ら
はこの中でも妊娠初期における男
子の死産割合の著しい増加を確認
している8)。
1970年代からということであれ

ば，ちょうどこの時期からわが国
では低出生体重児の出生割合が増
加の傾向に転じている。その要因
として多胎や早産よりも子宮内発
育遅延の関与が大きいことを，著
者らは過去の調査で確認した9)。
また，妊婦の調査ではないものの，
同時期に30歳代女性の喫煙率増加
や 減少が観察され，併せて
20歳代女性の出産数減少に伴い30
歳代女性の出産における影響が高
まっていることの関連性について
論じた。さらにこの時期の低出生
体重児と正常体重児の性比につい
てみると，正常体重児では性比の
経年変化は少ないが，低出生体重
児については有意な性比の減少
（低出生体重児に占める女子の割
合増加）が観察された8)。これま
で述べた男子出生割合の減少，男
子死産割合の増加，子宮内発育遅
延を主な要因とする低出生体重児
出生割合増加と低出生体重児にお
ける女子割合の増加を総合して考
えると，原因は不明ではあるが，
胎児の発育しづらい環境が1970年
代から増強し，そのために相対的
に弱い男子が死産となり，相対的に強い女子は
出生するものの胎内で十分発育できず低出生体
重児となるのではないかと推測している。
胎児が発育しづらい環境については，死産・

低出生体重児の増加，出生性比の変化など周産
期における問題を起こすばかりではなく，成人
後にさまざまな慢性疾患と関連するとの仮説で
ある （ ：
「胎児プログラミング仮説」あるいは「成人病
胎児期発症（起源）説」）を らが提唱し

ている20)-22)。この仮説は，その後多くの疫学研
究や動物実験で確認され， と
により

（ ：確立された邦訳はないが一
部では「胎内および発達期の栄養環境と生活習
慣病」あるいは「成長過程における栄養障害や
環境因子の作用に起因する疾患の発生」として
いる）という概念として提唱されるに至ってい
る20)23)。これまでの著者らの調査は，
にかかわる環境変化について周産期をめぐる人
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口動態統計からみた指標を提供するものと考え
る。
全国レベルの周産期をめぐる人口動態統計か

らみて，胎児の発育しづらい環境が増強してい
ると考えられるのであれば，都道府県別，地方
別にみたこれらの性比の年次推移に全国と同様
の傾向があり，また年次推移相互の間に関連が
あるのではないかと考え，都道府県別，地方別
にみた周産期をめぐる性比の年次推移推定値と
相互の相関について検討した。
全国レベルの周産期をめぐる性比の年次推移

については，いずれにも統計学的に有意な傾向
があったが，都道府県や地方レベルでは，統計
学的に有意な傾向が確認できないところが多
かった。年度ごとのばらつきを平滑化すること
を目的に，５年ごとの平均値の推移についても
傾向をみたが，その一部には全国レベルとは逆
方向の傾向を示したところもあった。出生性比
では福井，大阪，愛媛，高知，大分，宮崎にお
いて増加傾向であった。四国地方でも増加率が
全国第１位，第２位の高知，愛媛の影響により
増加傾向が確認された。 ， における四
国地方の５年平均出生性比年次推定値がやや大
きく外れた値となっているのもこのためである。
自然死産性比では栃木，新潟，山梨，三重では
減少傾向であり，低出生体重児性比では高知，
佐賀では増加傾向であり，全国の推移とは逆方
向であった。出生性比に関しては羊らがより長
期間の動向について検討しているが，どの期間
を観察するかによって，同じ都道府県や地方で
も増減の傾向が異なることを報告している16)。
今回の分析の期間である1985～98年に限ってみ
れば，統計上の偶然性により全国レベルとは逆
の傾向を示す場合もあるものと考えられる。平
滑化を目的にした５年平均値のほうが年度ごと
の推定値より，全国とは異なる傾向を示す場合
が多かったが，むしろ平均値を取ることが逆の
傾向を偶然に増幅した可能性もある。出生性比
で全国と逆方向の傾向となった都道府県，自然
死産性比で全国と逆方向の傾向となった都道府
県，低出生体重児性比で全国と逆方向の傾向と
なった都道府県の間に，高知を除き一致がみら

れないことからも，統計上の偶然以外の特別な
要因があるとは考えづらい。
各性比の年次推移推定値相互の関係について
は，必ずしも線形相関ではない可能性があるこ
と，データの分布が正規分布に近いかどうか不
明確なこと，はずれ値がある場合の影響を緩和
することを考え の積率相関係数のほ
か， の順位相関係数も求めた。しか
し，全国的な性比の推移の増減傾向については，
都道府県や地方でも同様に確認されたところが
比較的多かったものの，それぞれの年次推移推
定値間には統計学的に有意な相関が明確には確
認できなかった。一部の都道府県や地方で全国
レベルの年次推移の傾向と一致しないところが
あった要因と同様に，都道府県や地方に分ける
と年度ごとのばらつきが極めて大きくなるため
と考えられた。また，妊娠15週までの自然死産
性比と低出生体重児性比は産出児の一部である
ため，性比の変化が大きく出やすい可能性があ
ると考えられるのに対し，出生性比は母数が極
めて大きいため，変化率のオーダーが他の性比
に比べ極めて小さくなることも一要因と考えら
れた。適切な指標を工夫することや，出生性比
の変化が観察されている諸外国についても，死
産性比や低出生体重児性比の推移を調査するこ
とが必要であると考えられる。

Ⅴ

都道府県別，地方別にみた出生性比，妊娠15
週までの自然死産性比，低出生体重児性比の
1985～98年における年次推移推定値相互の相関
について検討したが，それぞれの年次推移推定
値間に統計学的に有意な相関が明確には確認で
きなかった。適切な指標を工夫することや，出
生性比の変化が観察されている諸外国について
も，死産性比や低出生体重児性比の推移を調査
することが必要であると考えられる。
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